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1．はじめに
経済活動のグローバル化の進展に伴って，先進国を
中心とした各国企業の商標権，意匠権，著作権，さら
に特許権などの知的財産権を侵害する模倣品（coun-
terfeit）や海賊品（pirated products）の横行が国際的
な問題となってきた。本稿では，これらをまとめて模
倣品と呼ぶこととする。模倣品問題は古くから存在
し，EC（1998）によれば特に 1980 年代初め頃より国
際的な関心を呼ぶようになってきた。そして，OECD
（2009）や Frontier Economics（2011）にあるよう
に，その後永く先進国企業などに多大の損害を与えつ
つ，その規模は拡大の一途をたどってきた。たとえ
ば，特許庁（2013）の「模倣被害実態調査」は 1996
年から調査が開始され，今年で 17 年目を迎えるに
至っているが，被害を受けた企業の割合は一向に減じ
る傾向にはない。
模倣品問題は，The  Allen  Consult ing  Group
（2003），Frontier Economics（2009）そして GAO
（2010）などによれば，被害を受けた当該企業の損失
のみならず，よりマクロ的に見たときその他さまざま
な形による各国経済や消費者をはじめとした国民の福
祉に対して多様な影響を及ぼすことが確認されてい
る。模倣問題に関する研究・調査は，Phau and Pren-
dergast（1999）によると 1980 年代から盛んになされ
てきたが，そうした中，模倣品取引がどの程度の市場
規模を形成しているかという規模（magnitude）と，
模倣品がどの程度国民経済や社会厚生に影響を及ぼし
ているかという影響（impact）の程度を定量的に測定
しようとする試みが各方面でなされてきた。そしてこ
うした規模と影響という 2 つの側面について，それぞ
れ消費者や製造・流通企業などからの収集情報，差押
情報（税関）や司法統計情報，さらに経済モデルによ
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2る推計といった手法を用いた分析が実施されてきた。
本稿では，これまでこうした方法による定量的分析
がどのような形で行われてきたか，そこにはどのよう
な問題点が存在するか，その改善の方向性はどのよう
に求められるかについて考察を行った。次の第 2 章で
は模倣規模の定量的把握に関する先行研究の紹介を，
第 3 章では模倣がもたらす影響に関する先行研究の紹
介を，第 4 章では先行研究で見られた分析上の課題の
整理と対策の方向性について提示し，さらに第 5 章で
は全体のまとめを行った。
2．模倣規模の定量的把握に関する先行研究
（1）消費者調査による分析
模倣規模（magnitude）を測定するために，消費者
に対してどんな模倣品を好んで購入する傾向がある
か，さらに模倣品と認知して購入しているか等につい
て質問をし，得られた情報から模倣消費の実態やその
規模を測定するという試みがなされてきた。そのほと
んどは，対象エリアと対象品目を限定した調査であ
る。ただ質問票の内容が異なり，各調査の比較可能性
には期待できないのが実情でもある。
たとえば，Gallup（2005）では米国におけるソフト
ウエア，たばこ，宝飾，医薬品など 11 品目につい
て，Bryce and Rutter（2005）では英国と北アイルラ
ンドにおける DVD，音楽，ファッション製品，ゲー
ムなどについて，CEBR（2000）ではイギリスとイタ
リアの衣服，香水，スポーツ用品，医薬といった 4 品
目について，Machado（2005）はブラジルの衣服，
履物，時計，ハンドバッグなど 7 品目について，さら
に University of Indonesia（2010）はインドネシアの
革製品，ソフトウエア，衣服，自動車部品等 12 品目
について調査を行い，それぞれ消費者が模倣品を購入
する割合をパーセント表示している。LEK Consulting
（2006）は米国の Motion Picture Association の求めに
応じて 22ヶ国，20,600 名の消費者に対して映画を中
心とした動画の模倣被害を調査し，各国別の動画に対
する模倣被害率を算出した。ここでは被害実態につい
て，22ヶ国での調査結果を UCLA と共同開発した回
帰モデルを活用して，さらに追加的に 42ヶ国にまで
外挿（extrapolate）した。
しかし，これらの調査では質問票の質問内容が，過
去 1 年間における模倣品購入の有無を問うものであっ
たり，時折購入するか否かを問うものであったり，購
入の意思を聞くものであったり，さらにはもし正規品
と模倣品の価格と品質が同等であった場合に模倣品を
購入するか否かを問うものであったり等，その内容は
まちまちであり，得られたパーセンテージの持つ意味
合いはそれぞれに異なる。
さらに，Olsen（2005）により製品や国によって消
費者の模倣品購買意欲が異なること，模倣品の価格水
準，国民の所得水準，模倣品へのアクセスの容易さに
よってもそれが異なることが指摘されている）。ま
た，CEBR（2002）によると消費者は模倣品と認識し
て購入する場合のみならず，模倣品と知らずに購入す
る場合もあり 1），得られた結果情報は概して模倣規模
を低く推計することにつながりかねない可能性を秘め
ている。
さらには，こうした消費者調査によって得られる
データの多くは，模倣品購入の意思や，購入経験の有
無に関するパーセントを示すものが多く，必ずしも恒
常的に購買されている率を示すものではない。また，
WIPO（2011）が指摘するように消費者は実態をその
まま回答することを厭う傾向があることも念頭に置く
必要がある。こうしたデータを金額ベースでの模倣品
普及規模の推計にどのようにつなげていくかについて
は，その具体的な方途が未だ見つかっていないと解す
るべきである。
（2）事業者調査による分析
模倣被害にあっている企業などを対象とした事業者
調査として，我が国でもっとも伝統的・継続的に実施
されているのが特許庁による「模倣被害実態調査」で
ある。この特許庁（2013）によれば，2011 年度の日
本企業（被害金額を回答した 404 社）の模倣品による
被害額が 1,255 億円と報じられている。しかし，この
被害額は世界のすべての国で発生した被害額である反
面，日本企業すべての被害を網羅的に示したものでは
ない。また，対象エリアが特定されているわけでもな
く，そのため被害の実態について具体的なイメージを
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与えるものとはなっていない。ましてや，模倣品の消
費率について，何らかの示唆を与えるものともなって
おらず，模倣の規模を測定するには情報が不足してい
る。
ただ，特許庁（2004）では，アンケートへの回答企
業の情報を用いて，それを日本企業全体に外挿するこ
とにより日本企業全体としての被害額を求めている。
ここでは，2002 年度に特許庁が行った「模倣被害調
査」の結果から被害を受けた日本企業を産業別・資本
金別に分類し，その分類に対応する母集団企業数によ
り拡大率（母集団企業数（8,002 社）／被害回答企業
数（3,072 社））を求め，産業別・資本金別に集計した
損失（利益額）を拡大率によって補正することで，母
集団企業全体としての損害額を推計した。ここでは，
母集団企業が模倣被害を被っている日本のすべての企
業を包含しているという大胆な仮定が置かれている。
ただ，こうすることで模倣の規模に関して一定の示唆
を得ることにはつながりうる。なお，「模倣被害実態
調査」では模倣品の価格水準，品質のレベルなどに関
する質問もなされており，こうした情報は模倣被害に
遭っている事業者でないと得がたい情報とも言えよ
う。
KPMG（2008）は被害国をアラブ首長国連邦に限定
したうえで，品目もたばこ，飲食物，自動車部品，家
庭用品，化粧品，医薬品の 6 品目に限定し，ブラン
ド・オーナーズ・プロテクション・グループ所属企業
にインタビューを実施することで模倣品の消費率を調
査した。同様に，University of Indonesia（2010）も
インドネシアに限定し，9 品目について企業インタ
ビューにより模倣品の消費率を確認している。ただ，
University of Indonesia（2010）で興味深いのは，同
時に実施した消費者アンケートの結果と，消費率がほ
ぼ一致する品目と，大きく乖離する品目が存在したこ
とである。消費率の低い品目に関してはいずれもほぼ
同等の結果であったのに対し，特に革製品やソフトウ
エアといった模倣品消費率の高い品目について，企業
インタビューの方が消費者アンケートの結果よりも高
めの数値が報告されていた 2）。その意味では，模倣品
の消費率推定について正確を期すという観点からは，
消費者アンケートだけではなく事業者からのヒアリン
グを併せて実施することが重要である。
（3）税関差し押さえデータによる調査
各国税関での知的財産権侵害物品の差し押さえデー
タを基にした分析としては，OECD（2008）がよく知
られている。模倣規模の分析を行ったほとんどの研究
では対象国や対象製品が限定されていた中で，OECD
（2008）では国際貿易に係る全世界の全製品に関する
模倣規模を測定したという点で，他には類を見ない。
ここでは，世界各国の税関から寄せられた製品別，出
仕国別の差押え情報が収集され，各製品や各出仕国別
の差押え量を全差押え量で割ったウエイトを求め，そ
れを全世界貿易における各製品のウエイトと出仕国の
ウエイトで割ることで，各製品や出仕国別の相対的模
倣率の高さを算出した。
ただ，CEBR（2002）のみならず，OECD（2008）
自体も指摘するように，税関での差押え額（もしくは
量）の大きさは，税関での検査対象になる可能性の高
さや，さらには Pacula et al.（2012）が指摘するよう
に税関担当官のスキルなどによって大きく異なってし
まう。そのため，Olsen（2005）や GAO（2010）は，
税関統計で示される差し止め率は信頼性に欠けるとし
ている。この点が，多くの他の文献によってリスペク
トはされているものの，この OECD（2008）にとっ
てのひとつの弱点になっているとも考えられる。
さらに，そもそもブラックマーケットに属する模倣
の世界を定量的に把握するうえで避けて通れないの
が，「大胆な（強い）仮定（assumption）」の問題であ
る。いかに厳密な分析を試みたとしても，どこかの部
分において大胆な仮定を置くことが求められるのが必
然といってもよい。OECD（2008）においても，最高
の模倣率を示した製品・出仕国における模倣率を 10
パーセントと仮定したうえで，2005 年時点の全世界
国際貿易における模倣の規模を約 2000 億 US ドルと
推計した。この点も，強いて言えばこの分析の弱点と
みなすことができる。それは，国際貿易に関する
OECD（2008）をアップデートした OECD（2009）
や，それを国内取引にまで外挿（extrapolate）した
Frontier Economics（2011）についても，その他多く
の研究と同様に当てはまる課題であるといえよう。
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sumption）」と「外挿（extrapolation）」は，模倣に関
する研究においては避けて通ることのできない，ひと
つの便法と見なす必要がある。
（4）その他の調査による分析
①　BSA 手法
ビジネス・ソフトウエア・アライアンス（BSA）で
は，例年各国別のソフトウエアの利用実態を詳細に分
析し，その模倣率を算出している。BSA（2012）によ
れば，14,700 に及ぶ企業やコンピュータユーザーに対
する実態調査を外部機関に委託のうえ違法コピーの調
査を実施している。
まず各国別にパソコンの存在数を特定し，それに 1
パソコン当たり平均ソフトウエアロード数を乗じるこ
とで，全ソフトウエアのロード数（A）を求める。平
均ソフトウエアロード数については，現実の調査に
よって推定すると同時に，調査されていない国につい
ては外部機関のデータ（ICT Development Index）を
活用して推定値を適用する。次に，外部機関（IDC）
に委託し，正規品ソフトウエアの販売額を全ソフトウ
エアの平均価格で割ることで，正規ソフトウエアの数
（B）を算出する。ソフトウエアの平均価格は各国の
小売り，ライセンス，OEM 契約，フリーソフト等の
詳細な実態情報から推定を行っている。
そして，全ソフトウエアのロード数（A）から正規
ソフトウエア数（B）を差し引くことで，ソフトウエ
アの違法コピー数（C）を算出し，そのデータから模
倣品率が算出される。ソフトウエアの違法コピー数
（C）にソフトウエアの平均価格を乗じることで，非
正規ソフトウエアの市場規模が推計できる。BSA
（2012）の調査は，ソフトウエア単品に限った調査で
はあるが，使用データやその加工法などからして，
もっとも工夫された分析の一つと言えよう。
②　ミステリー・ショッピング
また，模倣被害の実態を調査する方法として，
CEBR（2002），Pacula et .al .（2012）そして RAND 
Corporation（2012）では「ミステリー・ショッピン
グ」という手法が提起されている。この方法は，調査
員が小売店他さまざまな流通チャネルから製品を購入
し，それを専門家によるサーベイにかけ，各製品が正
規品であるか模倣品であるかを見分けること（真贋判
定）で，模倣品の率を算定するというものである。こ
の方法による分析を統計的に信頼性あるものとするた
めには，少なくとも流通経路毎に 50 店舗以上から製
品を収集することが必要ともいわれている（CEBR 
2002）。たとえば，European Alliance for Access to 
Safe Medicines（2008）では，ネット経由で医薬品の
ミステリー・ショッピングを行い，専門家による鑑定
を行い，その結果うち 62 パーセントが，品質の劣る
医薬品か模倣品であることが確認された。
ただ，この方法では多種類の製品について分析する
場合に，真贋判定を行う専門家を複数採用しなければ
ならないという問題がでてくる。先の医薬品のケース
のように，ひとつの製品に関する分析であれば，その
筋の専門家を擁することはさほど困難ではないと考え
られるが，複数の種類の製品について真贋判定をする
ためには，それぞれの分野の専門家が求められる。通
常，専門家は当該製品を製造する企業から採用するこ
とが必要になると考えられ，また同じ分野の製品で
あったとしても企業からの専門家は他社製品の模倣に
ついての真贋判定には適していない可能性もある。そ
の意味で，ミステリー・ショッピングはコスト負担の
問題と併せて，適切な専門家の採用が重要かつハード
ルの高い課題になる。
③　経済モデルによる分析
経済学的に模倣品問題を分析する場合に中心課題と
なるのは，経済厚生に対する影響があるか，そしてい
まひとつは国民経済的には経済成長に与える影響であ
る。OECD（2008）によれば，模倣品貿易は増加の一
途であり，いわゆるブランド商品のみならずさまざま
な種類の財に増殖している。であるが，やはり金額的
にも実感的にもブランド商品の模倣品が目立つのが事
実である。
ブランド商品の模倣品貿易を扱った先駆的な一連の
論文において，Grossman and Shapiro（1988a）では
贋物を本物として販売する贋造模倣品（Deceptive 
Counterfeit），そして Grossman and Shapiro（1988b）
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では本物と見まがう物として販売する模造模倣品
（Non-Deceptive Counterfeit）を分析している。贋造
模倣品の場合には消費者は不完全情報下にあり，登録
商標は真正品企業の評判への投資を保護するが，贋造
模倣品企業は真正品企業の知的財産権を侵害すること
となる。このような市場の例として，自動車部品，コ
ンピュータや音響機器といった家電製品，薬品，肥
料，医療機器を考えることができる。模造模倣品の場
合には，本物ではなく模造品をわざと購入する消費者
が存在するため，模造品購入者の効用増と真正品購入
者の模造品存在によるステータス侵害外部効果による
効用減のバランスの綱引きとなる。模造模倣品市場は
ブランド品の市場としてより一般的であり，時計，皮
革用品，ファッション衣服，香水，サングラスなど多
数を考えることができる。このような商品が流通でき
る理由は，商品がステータスシンボルの性格を持つス
テータス財（Status Goods）であるからである。模造
模倣品の存在は，そういった財のステータス機能と高
品質機能を分離し，ステータス機能部分のみの購入を
可能にすることとなり，真正品消費者のステータス機
能を侵食する外部性を持つ。ステータス機能が価値付
けできることは模造模倣品輸入業者が摘発のリスクを
考慮しても輸入する誘因となる。このため真正品企業
や政府は対応策が必要となる。このような状況で取締
を強化するとステータス財の価値は上昇し，真正品の
供給を増加するが，模造模倣品の輸入増につながる。
そして，取締強化により摘発された模造模倣品処分の
費用は国内消費者の負担となることから，一般に取り
締まり強化が国内経済厚生の上昇につながるとは限ら
ない。
Nicholson（2008）によるイノベーションを考慮し
た南北経済一般均衡成長モデルでは，南が模造模倣品
を生産し，北が真正品生産を行いつつ模造模倣品を輸
入するモデルである。このモデルにおいてイノベー
ションが最大となるのは，南の登録商標保護水準が完
全保護と無保護の間にある場合であり，効用最大化は
それより少し低い保護水準で到達する。つまり WTO
が最低限の保護水準を要求する一方で国際的な保護水
準の同調を求めていない現況を示唆するが，現況の保
護水準が最適であるかどうかは実証研究が必要とな
る。このように保護水準が経済発展の程度により異な
る可能性は山田・大林（2006）が指摘している。知財
保護の経済成長に与える影響は，各国の対外経済開放
度，経済の発展段階・技術到達水準などに強く規定さ
れることがわかっている。そこで，65ヶ国・3 期間か
ら構成されるデータベースを作成し，BMP（Black 
Market exchange rate Premium）ダミーを基準に開
放国グループと閉鎖国グループに分割したうえで，
TRM（Threshold Regression Model）を適用してそれ
ぞれのグループについて経済成長に対する知的財産権
保護の限界効果を推計した。推計の結果，人口 1 人当
たりの実質 GDP と技術到達水準には高い相関が見ら
れ，開放国グループでは閉鎖国グループより，経済の
はやい発展段階，あるいは低い科学技術到達水準で知
的財産権の保護を経済成長の源泉とすることができ
る，ということが明らかになっている。
Pacula et al.（2012）と RAND Corporation（2012）
では，独占的競争企業モデルを構築したうえで，企業
の売上目標と売上実現額との差額データ，さらにその
要因に関するデータといった企業のマイクロデータを
用い，模倣品に帰着する売上減の規模を計量的に把握
する方法をとった。売上目標と実現額との差額を被説
明変数とし，それを製品，企業，市場・需要それぞれ
の特性変数を説明変数として第 1 段階の回帰をする。
さらに，それによって得られた誤差項を被説明変数と
し，模倣に関連する要素（法的，経済的，技術的要
素）を説明変数として第 2 段階の回帰を実施し，模倣
に関連する各要素のウエイトを求める。
こうして得られたパラメータを用い，各説明変数の
値を適用することで模倣規模を予測することが可能に
なる。ただこの方式の場合，データの提供を現実の企
業から受けることが必要になり，それも細密なデータ
を企業サイドに求めることとなることから，協力企業
の探索に苦労が伴うことが懸念される。現に，Pacula 
et al.（2012）と RAND Corporation（2012）では，協
力企業は 1 社しか得られなかったのが実情であった。
④　業界団体による分析
米国 ESA（Entertainment Software Association）や
RIAA（Recording Industry Association of America）
6などは，IIPA（International Intellectual Property As-
sociation）が公開する各国における模倣被害情報に関
するリソースを提供しているが，WIPO（2011）では
これら団体の提供する模倣被害に関するデータは粗雑
にすぎたり，統計的な信頼を置くには情報が不足した
りしていることが指摘されている 3）。
3．模倣がもたらす影響の定量的把握に関する先
行研究
模倣品市場の規模の測定は，それによって社会がど
のような影響（impact）を受けているかを確認するこ
とで，その意義がより明確となる。
WIPO（2004），TECHNOPOLIS（2007），OECD
（2008）そして RAND Corporation（2012）によれ
ば，模倣品がもたらすインパクトは多様で，模倣被害
企業にとっての損失（売上減少，価格低下，ブランド
価値の毀損等）以外に，イノベーション促進の抑制，
経済成長率の低下，雇用の喪失，直接投資や貿易の減
退，税収減，組織犯罪をはじめとした犯罪増加による
社会厚生へのマイナス効果 4），国民の健康・安全への
脅威，環境破壊などが挙げられている。
ただ，これらの中には，インパクトの定量的把握に
馴染むものと馴染みにくいものとが混在していると考
えられる。さらに，模倣が常にマイナスインパクトの
みをもたらすかどうかについても，必ずしも実証的な
結論が見られているとまでは言えない。たとえば，
Conner and Rumelt（1991）や Shapiro and Varian
（1999）が指摘するように，ソフトウエアの違法コ
ピーの増加は正規品を広告する効果を発揮し，結果的
に正規品のマーケットを拡大する可能性もある。ま
た，模倣品は正規品よりも低価格で消費者に製品が届
けられ，その分ある消費者にとってメリットがあると
いえるかも知れない。しかし，OECD（2008）によれ
ば，こうしたプラスインパクトの可能性を前提とし
て，影響度を定量的に測定した分析は存在しないし，
低価格の反面において，模倣品の持つ品質面の劣悪さ
や健康・安全面へのリスクがより重要と考えられてい
る。以下の議論でも，こうした模倣品のプラス効果の
可能性には言及せずに，そのマイナス効果のみを前提
として検討を加えることとする。さらに，被害企業に
対する売上減等のインパクトについては直接的な被害
として重要性が高いものの，かかる分析は企業調査な
どによって比較的容易に把握できると考えられ 5），本
稿での分析はそれ以外の社会・経済的インパクトに焦
点を当てて見ていくこととする。
（1）規模の測定をベースとしたインパクト分析
先に確認したように模倣品のマーケット規模を測定
し，その結果に基づいて模倣品の及ぼすインパクトを
検討した研究がいくつか存在する。その主なものを以
下，紹介していく。
①　特許庁（2004）
特許庁（2004）では，産業財産権関係の損害と著作
権関係の損害に分けて，前者については前記のように
2002 年度の「模倣被害調査」の結果を外挿して日本
企業全体としての損害額を推計した。同時に，その被
害額を各国への輸出額等によって按分して中国・香
港，台湾，韓国，タイの 4ヶ国で発生した被害額を推
計した。また，後者の著作権関係の損害については，
他機関（社団法人著作権情報センター）の調査データ
を活用し，かつ一部の国については既存データを用い
て外挿（extrapolate）することで，アジア 4ヶ国別の
被害額を求めた。これらを合計することで，各国別に
発生被害額を算出した。
さらに特許庁（2004）では，特に中国での模倣被害
のもたらすインパクトに焦点を当て，a）日本からの
対中国投資額の減少，b）中国における税収減などに
ついて推計が行われた。対中国投資額については，
1976 年から 2002 年までの 27 年分のサンプルによ
り，対中国投資額を被説明変数とし，それを企業利
潤，為替レート，対中輸出額，前年の対中投資額で回
帰し各説明変数のパラメータを得て，それを用いて模
倣被害によって発生した企業利潤の減少が対中国投資
額にもたらす影響額を算出した。また，中国での税収
減については，12 年分の中国の GDP と税収データに
よって平均実効税率を推定し，売上高ベースによる模
倣被害額にこの実効税率を乗じることで税収減を算出
した。
このほか，模倣被害による c）日本企業の R&D 投
7模倣品被害をいかに推計するか？
資額の減少額（被害額 × 平均 R&D 比率），d）日本
での税収減などが同時に推計された。ただ，模倣の規
模を推計する際に企業データを細密に分析したのに対
して，インパクトに関する推計はきわめて単純かつ，
大胆な仮定を置いたうえで行われていた感が否めな
い。たとえば，SNA 統計の営業余剰・混合所得と個
別企業の利潤とを同じものと見なしている点，少ない
サンプル数のもとで得られたシンプルな回帰モデルに
よって直接投資が規定されるとしている点，GDP と
税収がダイレクトに対応しているとみなしている点な
どがその例として挙げられる。しかしこと仮定（as-
sumption）の設定に関しては，こうした大胆な仮定
を置かずしては模倣インパクトの推計は事実上不可能
であったとも考えられる。以下のインパクトの推計に
おいても同様で，その意味で模倣によるインパクトの
推計において，大胆な仮定の設定はある意味で不可欠
の要素であるのかも知れない。問題は，その仮定が現
実とできるだけ乖離していないことに留意することで
ある。
②　University of Indonesia（2010）
この研究では，模倣の規模を金額ベースで算定する
ことはなかったが，消費者へのアンケート調査によっ
て革製品，ソフトウエア，衣服等 12 品目について，
インドネシア国内での模倣品消費率を推測した。そし
て，その消費率を産業連関表に適用し，a）総産出
量，b）GDP，c）国民所得，d）間接税，e）雇用へ
のマイナス効果を算出した。算出に当たって，国内の
模倣品はすべて中国をはじめとした海外からの輸入に
よってもたらされているという仮定が置かれた。
この研究の問題点は，この模倣品がすべて海外から
の輸入によるとする仮定が，必ずしも現実ではないと
いうことである。たとえば，特許庁（2013）によれば
模倣被害を経験した日本企業の 2.4 パーセントがイン
ドネシアにおいて模倣品が製造されていると回答して
いる 6）。また，産業連関表を用いて，どのような仮定
のもとで，どのような算式により各項目へのインパク
トが計算されたかの開示がなされていない。こうした
意味から，この分析の信頼性には疑問が残るところで
ある。
（2）主要項目に大胆な仮定を設定することでインパ
クトを推計したケース
①　Frontier Economics（2009）
Frontier Economics（2009）では，G20 各国におけ
る模倣のインパクトを算出するために，模倣品消費
率，真正品への切り替え率，犯罪数押し上げ率，直接
投資増加率，国民の身体毀損量（死亡数）などを仮定
値として設定し，それに GDP 統計、雇用・失業統
計，税率，犯罪統計，投資受け入れ統計などを用い
て，GDP 減・社会給付負担増・税収減・犯罪増加に
よる社会コスト増・投資減による税収減，安全被害な
どを推計した。
ここでは，模倣品消費率について仮定値が置かれた
が，さらに留意すべきは真正品への切り替え率（sub-
stitution rate）についてである。消費者調査による情
報を影響度の分析に用いる場合にも，模倣品がなく
なった場合の消費者の正規品への切り替え率に関する
情報を得ることが求められる。Frontier Economics
（2009）では，この切り替え率についても仮定値を置
いて分析を行った。というのも，模倣品と知りながら
購入している消費者については主に品質は真正品と同
等でありながら低価格であることが要因であり，模倣
品がなくなっても真正品を買う行動には出ないと考え
られるからである（Frontier Economics, 2009）。しか
し，Olsen（2005）によると，多くの調査ではこの情
報を得ることなく，100 パーセントの切り替え率を適
用して影響分析を実施しているのが現状でもある。
また Frontier Economics（2009）では，実際のイン
パクトの推計を行ったのは英国とメキシコにおける 4
つの産業分野（ぜいたく品，医薬品，飲食物，ソフ
ト）での模倣についてだけであった。この 4 つの分野
は，もっとも模倣が起こりやすい代表的分野であると
同時に，対象 2ヶ国において経済活動の主要部分を占
めているという理由で選択された。また英国とメキシ
コは，G20 国を構成する二大国家であると同時に，先
進国と途上国という異なる性格を有する国という理由
から選出された。そして，それぞれの国の a）税収減
と社会福祉支出増，b）雇用喪失，c）犯罪の増加に
よる経済損失，d）直接投資の減少による税収減を推
定し，4 つの製品分野の結果に基づいて，2 つの国に
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trapolate）した。ここでの外挿は，たとえば a）税収
と社会福祉については GDP ウエイトをもって外挿
し，b）雇用については就業者数によって行った。さ
らに，2 つの国でのインパクトの結果から，その推計
を G20 各国に外挿した。G20 各国を先進国と途上国
に分類分けしたうえで，先進国には英国の結果を，途
上国にはメキシコの結果を，GDP ウエイトなどを参
照して外挿した。
このように，外挿（extrapolate）という作業におい
ては大胆な仮定を置くことが必然となることが確認で
きる。
②　KPMG（2008）
KPMG（2008）では，アラブ首長国連邦における模
倣のインパクトを計算した。分析対象範囲は，「たば
こ」，「食品・飲料」，「家庭用品」，「自動車部品」，「医
薬品」，「化粧品」の 6 種類の品目を対象とした。
5 本のモデル式を用いたマクロ計量モデルを開発
し，推計により模倣が存在しなくなった場合の，a）
「実質 GDP（除く石油関連）」，b）「小売貿易」，d）
「租税収入」，e）「雇用」，f）「家計消費支出」へのプ
ラス効果を計った。前提として，模倣品はすべて輸入
によって国内に持ち込まれており国内で生産されてい
るものはないとする仮定，さらに輸入額の 10 パーセ
ントが模倣品で構成されているとの仮定を置いた。ま
た模倣品撲滅に伴って，模倣品に対する需要がそのま
ま真正品に向けられるという 100 パーセントの切り替
え率を仮定した。
使用データには「実質 GDP（除く石油関連）」，「小
売貿易量」，「家計最終消費支出」，「政府租税収入」，
「政府賃金・俸給支出」，「国内雇用水準」，「実質輸入
額」を使用した。データの入手元は不詳であるが，
データセットは 1980 年～2005 年の 26 年分を使用し
た。
KPMG（2008）では模倣被害の規模の測定も行われ
たが，インパクトの推計においてはこの規模のデータ
は使用されず，純粋にマクロモデルだけで完結させて
インパクトを推計した。その点，規模のデータとイン
パクトの推計とが切り離されていることに違和感を覚
えるところでもある。せっかく算出された規模のデー
タは，インパクトの推計に利用されるべきであったと
も考えられる。
（3）その他
BSA（2010）が今後の 4 年間で世界のソフトウエア
違法コピーを 10 パーセント減少させることで，a）新
規経済活動の増加，b）地域産業の増加，c）新規ハ
イテク分野での雇用の増加，d）税収の増加を推計し
ている。しかし，このインパクトがどのように算出さ
れたかについては，BSA（2010）には何らの開示もな
されていない。
また，The Allen Consulting Group（2003）は，
オーストラリアにおけるビジネス・ソフトウエア，ビ
デオゲーム，玩具の 3 品目について，今後 5 年間で模
倣の規模を三分の一減少させることで，a）GDP，b）
税収，c）雇用，そして d）産出量がとれだけ増加す
るかを推計した。そして，算出に際しては“The 
MMRF-Green model”を用いたとの開示がなされて
いる 7）。ただ，このモデルをどのように駆使して模倣
減によるプラスインパクトを算出したかについては開
示がなされていない。
なお，模倣被害企業へのインパクトという観点では
あるが，LEK Consulting（2006）は米国 MPAA（Mo-
tion Picture Association of America）の求めに応じて
22ヶ国の調査を実施し，米国映画産業に 61 億ドルの
損失が発生していることを報じたが，同時にそれが全
世界規模では 182 億ドルに昇ることを示した。しか
し，GAO（2010）が指摘しているように，LEK Con-
sulting（2006）で開示されている情報だけから，切り
替え率に関する仮定や調査対象国の結果を世界全体に
外挿するためにどのような方法がとられたかを確認す
ることは困難であった。
4．推計上の課題と対策の方向性
以上，模倣被害の規模（magnitude）と影響（im-
pact）についての定量的分析を行った主な先行研究に
ついて整理し，その課題を述べてきた。以下，これま
で見てきた課題点の整理をし，その対策の方向性につ
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いてまとめてみる。
（1）規模（magnitude）の測定に関して
模倣市場の規模測定に関して，現実的な測定方法と
しては第 1 に模倣消費率（模倣率）の正確な推定を挙
げることができる。特許庁（2013）のような模倣被害
額からの算定法では，被害企業の損失は算出できたと
しても，それを日本全体もしくは世界全体の被害規模
に外挿するためには大胆な仮定を置くことが求められ
る。その意味からも，模倣率をいかに正確に測定する
かという点が重要になると考えられる。
こうした模倣率の正確な把握をはじめ，その他模倣
規模の測定において留意すべき主な事項を提起すると
下記のようになる。
①　対象製品の特定
これまでの模倣規模の推計では，OECD（2008）を
除けばいずれの分析においても調査対象製品が限定さ
れてきた。事業者は自社の属する業界の実情は理解で
きても，他の業界の事情については情報を持たないこ
とが想定され，事業者調査ではこうした特定がなされ
ないかぎり正確な情報を得ることが困難と考えられ
る。また消費者調査においても，製品分野を特定しな
い限り模倣率に関する情報が抽象化されてしまい，消
費者の現実的な消費行動をベースとした実態から乖離
してしまうことが懸念される。
GAO（2010）が指摘するように，製品分野や産業
分野によって模倣の実態は大きく異なり，単一の手法
によってすべての分野の測定ができる者ではない。し
かし，特定分野で正確な模倣規模の測定を例示として
行うことはそれなりに意味のあることであり，そのた
めにも対象製品を特定して情報を収集することから始
めるのが適切であると考えられる。
②　消費者調査と事業者調査の連携
先に述べたように，消費者は正規品と思いこんで意
図せず模倣品を購入してしまうケースが考えられる。
また，University of Indonesia（2010）の調査結果に
見られたように，必ずしも，消費者調査と事業者調査
の結果が一致するとは限らない。そのため，消費者調
査だけによって模倣率を確定させることは実態との乖
離が懸念される。そのため，事業者からの情報を併せ
て総合的に模倣率の把握を行うことが望ましいと考え
られる。
③　消費者調査に先駆けた事業者調査の実施
模倣市場の実態についての概要を把握するには，ま
ず事業者から情報収集を行うことが効率的である。事
業者とは，正規品を製造・販売する企業やそれらが構
成する事業者団体を意味する。WIPO（2011）によれ
ば，事業者調査に対しては政府機関からも大きな信頼
が寄せられており，たとえば米国通商法スペシャル
301 条に基づいて米国 USTR（United States Trade 
Representative）が実施する知的財産保護の不十分な
国の特定に際して米国の国際知的財産同盟（IIPA: In-
ternational Intellectual Property Alliance）による模倣
調査報告を参照することを WIPO（2011）が紹介して
いる 8）。
こうした事業者調査によって，模倣品の価格水準，
品質レベルといった情報をあらかじめ把握しておくこ
とによって，消費者調査の際の質問票に対する回答の
持つ意味が異なってくる。価格差が大きい場合は，自
然と模倣率が高くなることが予想されるし，それは模
倣品の品質レベルが高い場合も同様である。逆に，模
倣品の価格が高く，品質レベルが劣る場合は，模倣率
は概して低くなることが想定される。同じ模倣率が算
出されたとしても，こうした模倣市場の実態を考慮し
てその率によって示される規模を咀嚼することが必要
となる。こうした情報は，後に述べる模倣のもたらす
影響（impact）を計測するうえで重要となる模倣品か
ら正規品への切り替え率を計測するうえでも重要な考
慮要素となる。
さらに，模倣品は国内で生産されているのか，それ
とも輸入によってもたらされているのか。模倣被害企
業は国内企業か，それとも海外のたとえば先進国企業
だけであるのかといった事情も事業者調査からでない
と得られない情報と考えられるが，こうした情報は影
響（impact）を計測するうえでも重要な前提条件と
なってくる。
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④　消費者調査での質問票の工夫
これまでの調査では，消費者調査における模倣品購
入の有無に関する質問の仕方も多様であった。問題
は，模倣品の恒常的な市場占有率をいかに把握するか
である。たとえば，過去 1 年間に模倣品を購入した経
験があるか否かを問うた質問票の結果をもって，その
経験率を模倣品の消費率とすることは実態をゆがめて
把握することになる。
考えられる案としては，過去数年間を規定したうえ
で，ある対象品目について各消費者が正規品と模倣品
をどの程度の割合で購入してきたかを問う質問票とす
ることであろう。
⑤　その他
まず，WIPO（2011）では税関差押え情報に対して
過度な期待を持つことには留意する必要があるとして
いる。税関での差押えデータは，模倣の全体像のごく
一部を反映したものに過ぎず，外部要因によって影響
を受けすぎているためである。製品分野による検査の
頻度，税関検査官の熟練度などといった外的要因によ
り，差押え頻度や差押え量が大きく異なる可能性が大
いに懸念される 9）。
その意味では，訴訟統計情報についても同様である
と考えられる。そもそも訴訟統計情報は提訴数に対し
て公判に至る数が少なくサンプルデータ数自体に限り
がある。また，TECHNOPOLIS（2007）が指摘する
ように，国によって訴訟性向の高い国とそうでない国
の違いがあり，同時に訴訟に至る個別事情によって統
計に含められるかどうかも異なってしまう。
ミステリー・ショッピングについては，特に重要性
の高い製品について実施することが現実的と考えられ
る。CEBR（2002）においては，多くの複数の製品に
ついての実施は，真贋判定のできる専門家の発掘が容
易ではないし，相応のコスト負担が伴うとしている。
しかし，ミステリー・ショッピングの結果自体は非常
に信頼性の高い模倣率を提供してくれる。そのため，
先の消費者調査および事業者調査の結果を検証すると
いう位置づけで，特定の製品を選択したうえで実施す
ることが効率的，かつ現実的である。
なおソフトウエアについては，ビジネス・ソフトウ
エア・アライアンス（BSA）による調査報告がもっと
も正確なものと考えられ，これを検証するためか，そ
れ以上の信頼性ある結果が期待できる場合以外は，
BSA が示す模倣率を参照することが効率的である。
Pacula et al.（2012）や RAND Corporation（2012）
によって実施された経済モデルによる模倣規模の測定
については，論理性の維持という点では評価できる
が，サンプルデータを取得することが容易ではないと
いう点から，現実的には困難な方法と位置づけられよ
う。また，実際の模倣関連データを用いずにモデルを
組むことは，分析自体を机上の論理展開とシミュレー
ションにとどめる可能性がある。また，サンプルが得
られたとしても，その結果をマーケット全体の模倣規
模に外挿するうえでは，さまざまな仮定を必要とする
ことが想定され，その過程で実態から乖離するという
懸念ももたれうる。ただ，経済モデルによる分析自体
は比較的高い論理性を維持できることから，模倣実態
に関わるデータをベースとできる場合には有効な方法
と位置づけることができるかも知れない。しかし，そ
の具体的な方法については今後の課題である。
（2）影響（impact）の測定に関して
影響（impact）の測定については，先行研究からさ
まざまな課題事項が見いだされる。それらについての
解決策の策定が求められるが，実際，それは必ずしも
容易ではない。というのも，そもそも模倣市場はアン
ダーグラウンド，もしくはブラックマーケットの世界
であるため，その実態の把握自体が容易ではないから
である。そのことを承知のうえで，以下，その課題事
項とその解決に向けた方向性を整理する。
①　インパクトの各側面の切り分けと分析方法の探索
まず，模倣がもたらすインパクトについては，国際
貿易・国際投資（それによってもたらされる国内経済
への影響を含む）と，国内経済との 2 つのフェーズに
分けて分析することが必要と考えられる。先行研究で
は，KPMG（2008）のようにこの峻別が必ずしも明確
ではないものが存在する。また，Frontier Economics
（2009）では仮定値を設定して後者の影響と同様な手
法により途上国についてのみの推計を行った 10）。
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しかし，特許庁（2004）では前者についてはシンプ
ルではあるが回帰モデルを構築して推計するという，
後者とは全く異なった方法によりインパクトを金額と
して算出した。分析を進めるにおいては，この 2 つの
うち両方の側面への影響を分析するのか，それともひ
とつの側面にとどめるのかを明確にすることが求めら
れる。というのも，特許庁（2004）で示されたように
国際貿易・国際投資への影響と，模倣品から正規品へ
の国内消費の変化によってもたらされる影響とは分析
の方法が異なるべきと考えられるためである。また，
Frontier Economics（2009）でも示されていたよう
に，国際投資（対外直接投資）については先進国とい
うよりも途上国にとって特に重要な影響を及ぼす事項
であり，世界各国一律に算定方法を規定するべきでは
ないと考えられるからでもある。
未だ，前者と後者ともにその分析方法として確立さ
れたものが存在するとはいえないが，これらそれぞれ
について実態に即したモデルの構築が必要である。
②　国内経済への影響に関するモデルの構築
前記国内経済への影響については，模倣品の減少に
ともなってそのすべてにつき正規品が取って代わると
いう 100 パーセント切り替え率を前提にして分析して
いる研究が多い。Frontier Economics（2009）ではこ
の切り替え率について 100 パーセントではなく一定の
仮定値をおいて分析を進めた。その点，この切り替え
率については模倣品の価格や品質レベルによって大き
く影響を受けることが想定される。こうした模倣品の
特性については，先に述べたように事前に事業者調査
などを通してあらかじめ情報を得たうえで，それを前
提とした消費者調査を実施し，切り替え率に関するよ
り正確なデータを収集することが望まれる。
さらに，ある切り替え率で模倣品から正規品に消費
が変化したときの，国内経済への影響についてのモデ
ルを構築することが求められる。現状，先行研究では
模倣品は GDP や税収に寄与しておらず，そのためそ
れが正規品に切り替わったときに，正規品が社会経済
的に 100 パーセントの増分効果を発揮することを前提
として分析されている。しかし，それはやや短絡的な
仮定でしかなく，実際は模倣品といえども国内経済に
取り込まれ，一定レベルで国民経済計算体型や，徴税
システムに組み込まれている可能性も考えられる。
WIPO（2004）が指摘するように，短期的には，劣悪
な状況下かも知れないが雇用を生み出しているのも事
実である。その点，困難な課題であるとはいえるが，
模倣品の経済的寄与と正規品によるそれとの相違につ
いて，さらなる実態分析が求められる。それがある程
度解明されるまでは，一定の効果増分率を仮定して分
析を進めるしかないが，それでもこうした実態につい
ては認識をしておくことが必要である。
③　模倣規模に関するデータの活用
模倣による社会・経済的影響の測定を行う場合，ま
ずは先の規模の測定によって得られた情報を活用する
ことが適切である。Frontier Economics（2009）でも
見られたように，規模に関するデータを活用しない場
合，さまざまに仮定を設定してインパクトを計測せざ
るをえない。KPMG（2008）のようにマクロモデルを
組んで推計を行うとしても，インパクトの推計におい
ては「輸入額の 10 パーセントが模倣品である」とい
う仮定を置かざるをえず，それが得られた結果の信頼
性を損なうことにつながりうる。仮定の設定は，でき
るだけ少なくする方がよいことは言うまでもない。そ
の意味でも規模に関する情報の活用はインパクトの分
析においては第一の前提として位置づけられるべきも
のと考えられる。
一般的に，提供される模倣規模に関するデータとし
ては模倣率が想定されるが，それに加えて前記正規品
への切り替え率なども参照すべきデータである。
④　大胆な仮定（assumption）と外挿（extrapola-
tion）について
先に述べたように，インパクトの測定においては大
胆な仮定（assumption）の設定は常に必要になると同
時に，往々にして得られた分析結果の外挿（extrapola-
tion）が必要になる。GAO（2010）は，大胆な仮定の
設定はデータの不足により必然的に求められるものと
述べている。しかし，仮定の設定についてはその裏付
けとなる事実情報をできるだけ明確に提示することが
望ましいことは言うまでもない。仮定の設定には常に
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主観が伴い，それが分析結果の信憑性を低下させてし
まう。そうした状況を薄めるためにも，裏付けとなる
事実情報の把握と明確な提示が求められる。
また，得られた分析結果をより広範なレベルに外挿
（extrapolate）することに関して，Frontier Economics
（2009）では英国とメキシコにおける 4 つの製品分野
に対する模倣の調査結果を用いて，それを英国とメキ
シコ経済全体に外挿し，さらにはこの 2ヶ国の結果を
用いて模倣が及ぼすインパクトを G20 各国にまで外
挿した。また，CEBR（2002）では，外挿に関する方
法論を提示し，影響分析ではこうした外挿という手法
を用いることが当然の前提として位置づけられてい
た。その意味でインパクトの推計においては，製品分
野や国を限定したうえで実施され，それをさらに敷衍
化しなければ影響度を測れないというのが，この分析
の実態であるとも考えられる。
ただ，こうした外挿を行う場合も，外挿した結果は
あくまでも参考情報としての位置づけにとどめるべき
であろう。さらに，外挿（extrapolate）する場合に
も，その裏付けとなるデータや事実情報をできるだけ
収集することが求められる。というのも，UK Intel-
lectual Property Office（2011）が指摘するように，外
挿を行ううえでの前提条件自体が実証的裏付けを持た
ない仮定によって設定されている場合がほとんどだか
らである。
⑤　分析方法の明示
先の The Allen Consulting Group（2003）や Uni-
versity of Indonesia（2010）といった先行研究で見ら
れたように影響の算定について明確な算出根拠が示さ
れないことは，いうまでもなく望ましくない。この点
はインパクト分析にとどまらず，先の規模の分析につ
いても同様に当てはまる。たとえば，WIPO（2011）
が指摘するように，LEK Consulting（2006）では動画
の模倣被害額が算出されたものの，その算出根拠は開
示されていなかった。
その意味で，算出根拠の具体的な開示は規模の測定
と同様にインパクト分析においても結果の信頼性を得
るためには不可欠の要素といってよい。
⑥　経済モデルの設定とサンプル数について
インパクトの測定では，KPMG（2008）や特許庁
（2004）のように経済モデルを構築した分析が行われ
ているケースが見られるが，モデルの構築においては
できるだけ学術的な裏付けのあるモデルを活用するこ
とが望まれる。特許庁（2004）では，対中国投資額
を，企業利潤，円の為替レート，対中国輸出額，さら
に前年の対中国輸出額というシンプルな回帰モデルに
よって推計した。しかし，このモデルの理論的裏付け
は存在しない。さらに，このときのサンプル数は
1976 年から 2002 年までのデータとして 27 にすぎな
かった。また，KPMG（2008）では実質 GDP，小売
貿易量，最終家計消費など 7 つのマクロ統計を用いた
マクロモデルを組んで推計を行った。マクロモデルに
してはシンプルにすぎると考えざるを得ない。また，
この際のサンプル数も 26 と少なく，信頼性のある推
計結果を得るには心許ない。
その意味では，これら先行研究で用いられた経済モ
デルについては再考の余地があると考えられる。たと
えば，一例として貿易や投資に関する影響を見る際に
はグラビティ・モデルの適用，また GDP の測定にお
いてはコブ・ダグラス型生産関数の適用など，できる
だけ学術的裏付けを有するモデルに基づいた分析法を
とることが適切と考えられる。さらに，複数年度にわ
たり，複数の製品・産業分野にわたるデータを整備す
ることなどを通してサンプル数を確保することが課題
としてあげられる。
⑦　定量分析に馴染むものと馴染まないものの峻別
模倣が及ぼすインパクトのうち経済成長率の低下，
雇用の喪失，直接投資や貿易の減退，税収減について
はともかく，組織犯罪に対する影響，消費者の健康・
安全，環境破壊等については定量的把握にどれだけ馴
染みうるかを再度，検討することが求められる。
Frontier Economics（2009）では犯罪被害の定量化
が試行されていたものの，こうした側面への影響を定
量化するうえでは大胆な仮定を置くことが求められて
いる。INTERPOL では不正商品を中心とした国際的
な知的財産関連犯罪に関するデータベース（DIIP : 
Database on Intellectual Property）を有し，国際的組
13模倣品被害をいかに推計するか？
織犯罪と不正商品との関連を見いだし，犯罪調査に資
することを意図しているが，このデータベース自体一
般には公開されていない 11）。そのため，Frontier Eco-
nomics（2009）では民間調査機関による犯罪コスト
の推定値を用いて，このコストの 1 パーセントについ
て模倣行為が増加要因を形成すると仮定して影響額を
算出している。「1 パーセント」という数値の背景に
は何らの根拠も存在しない。そうしてまで，インパク
トの度合いを定量化せずとも，事実情報（anecdotal 
evidence）をリストとして表示することで止めること
で足り得るかも知れない。
また，WIPO（2004）によれば，医薬品に対する模
倣規模については WCO（World Customs Organiza-
tion）が全世界での医薬品取引の 5 パーセントほどが
模倣によって構成されているとか，WHO（2006）が
先進国で 1 パーセント，途上国では 10–30 パーセント
が模倣医薬品であると推計しているが。しかし，こう
した規模に関する分析はともかくとしても，模倣医薬
品による生命損失に対するインパクトを金額として定
量的に把握することは，通常の感覚に馴染むものでは
ない。むしろ，Forzley（2003）のように医薬，飲食
物等の模倣品による健康・安全被害の事例を収集し，
一覧にすることで定性的な実態の把握に資する方がよ
り信憑性が高いと考えられる。
⑧　各種経済統計データの活用
最後に，模倣品が及ぼす社会経済的インパクトを定
量的に把握するうえでは，たとえば GDP 統計，雇用
統計，税収統計や税率などの租税体系，対外直接統計
や貿易統計といったさまざまなデータの活用が不可欠
となる。
その際，場合によっては製品分野別といった細分化
されたデータが求められる場合もある。たとえば，製
品分野を特定したうえで模倣品消費率や切り替え率を
測定し，その結果を用いて GDP に対する影響を算出
するためには，当該製品分野に対応した GDP 統計が
必要となる。その点，産業分野別 GDP 統計では分類
分けの細密さが不十分であり，場合によっては産業連
関表によって示される GDP 統計を用いることが必要
になることも考えられる 12）。
この点は，雇用統計についても同様であるが，分析
ターゲットとした製品分野にまで対応した細密な雇用
統計が存在するかどうかは確認が求められる。もし，
対応するデータが得られない場合は，一定の仮定を置
いたうえで分析を進めていくことになる。
5．まとめ
以上，先行研究によって示された課題事項を意識し
つつ，模倣の定量的把握においてとられるべき測定方
法とその方向性についての感想を書きとどめてきた。
元来，経済統計に含まれないアンダーグラウンドの
世界の実態を把握するという作業は，学術的研究には
馴染まず，どちらかというと調査作業としてなされて
きた傾向がある 13）。こうした作業と，それに伴う影
響分析においては，大胆な仮定（assumption）と外挿
（extrapolation）といった便法をいかに信頼性のレベ
ルを高く維持した状態で活用できるかにかかってい
る。さらに，その前段階の模倣規模を含めた実態の把
握においては，できるだけ正確な情報を収集するため
の工夫を凝らし，その努力を払うことが求められる。
さらに，こうした定量的把握を行ううえで考えるべ
き重要な点は，WIPO（2011）が指摘するように誰が
何の目的でこうした情報を活用するのかということで
ある。その目的に照らして，分析に対するコスト負担
の規模，分析に求められる精緻さの程度がおのずと定
まってくる。その意味で，こうした模倣の定量化にお
いては，その結果を利用する目的を明確にし，目的に
適合する推計方法を採用することが合理的である。
注
1）英国と北アイルランドで DVD，音楽，ファッション製品，
ゲームなどを対象とした調査を行った Bryce and Rutter
（2005）では，63 パーセントの消費者が模倣品であることを
知らずに購入していたと回答している。Olsen（2005）は，
こうした問題を補正するうえでは，製造・流通業者に対する
調査を同時に実施することが有効であることを指摘してい
る。
2）企業インタビューと消費者アンケートの結果はそれぞれ品
目毎に，革製品が 98 パーセントと 36 パーセント，ソフトウ
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エアが 85 パーセントと 34 パーセント，飲料が 10 パーセン
ト以下と 9 パーセント，化粧品が 10-15 パーセントと 7 パー
セント，オイル製品が 5 パーセントと 7 パーセントとなって
いた。なお，医薬品については 80 パーセントと 3.5 パーセ
ントという大きな乖離が見られた。
3）ESA はコンピューターゲームやビデオゲームを制作する米
国企業の団体，RIAA は主要な米国音楽出版企業で構成され
る団体，IIPA（国際知的財産同盟）とは，ソフトウエア，音
楽，映画等，著作権関連事業者を中心に 1984 年に組織され
た民間団体である。
4）組織犯罪に関しては，ソビエト崩壊後の犯罪組織，コロン
ビアの麻薬カルテル，メキシコの麻薬ギャング，ヒズボラや
アルカイダのテロ組織が，違法医薬品販売に関わっているこ
とが指摘されている Shelley（2012）。
5）かかる観点からの分析としては数多くの研究が存在し，先
の LEK Consulting（2006），BSA（2012），特許庁（2013）
などもその一例である。さらに最近のものとして，日本とド
イツの工業会が共同して実施した調査報告（日本機械工業連
合会 2013）が挙げられる。
6）この 2.4 パーセントの算出においては，分母にインドネシ
アとの経済取引のない企業も含まれているため，分母を経済
取引のある企業に限定すると，この値はもっと大きくなる。
7）Monash Multi-Regional Forecasting Green Model の略称
で，Monash 大学の Centre of Policy Studies によって開発さ
れたモデルで，オーストラリア経済に関するもっとも包括的
な経済モデルで，各方面からも高い信頼性が寄せられている
National Institute of Economic and Industr y Research
（2008）; Adams et al.（2003）。
8）スペシャル 301 条とは，1974 年米国通商法の中に 1988 年
包括通商競争力法によって組み込まれた条項で，知的財産権
の保護が不十分な国を米国 USTR が特定し，議会に報告す
ることを義務づけるものである。
9）OECD（2008）では，世界税関機構（World Customs Or-
ganization）の協力のもと世界各国の税関に対するアンケー
ト調査が特別に実施され，全世界から必要なデータが収集さ
れた。こうした調査を実施しない場合，既存のデータを活用
するにとどまらざるを得ない。WIPO（2011）が述べている
ように，こうしたデータを定期的にリリースしているのは
EC（Directorate General for Taxation and Customs Union, 
The European Commission），米国（CBD: Customs and 
Broader Protection, The United States），日本，そしてスイ
スくらいにとどまり，これらの国の公開情報にも統一性は維
持されていない。
10）Front ier  Economics（2009）では，Branstet ter  et 
al.（2007）で用いられた対外直接投資モデルを適用し，知的
財産権保護の整備によりメキシコの貿易額が 20 パーセント
増加すると試算したものの，保守的数値を採用するとの趣旨
から貿易額の 5 パーセント増加を仮定し，それを前提として
国内経済へのインパクトを算出し，税収額への影響を算出し
た。Branstetter et al.（2007）では，知的財産権保護の整備
が対外直接投資額に及ぼす影響をモデルを組んで推計した
が，結局，Frontier Economics（2009）ではその推計そのも
のに依存することなく，単純な仮定値をおいて影響分析を
行ったことになる。
11）INTERPOL ホームページ http://www.interpol.int/Crime-ar-
eas/Trafficking-in-illicit-goods-and-counterfeiting /Databases
を参照。INTERPOL（International Criminal Police Organi-
zation: 国際刑事警察機構）は国際的な犯罪防止のために世
界各国の警察によって組織された国際組織である。
12）ちなみに，我が国の産業連関表は 5 年に一度のペースでし
か作成されておらず，現在アクセスできる最新のものは
2005 年度のものである。2005 年度産業連関表には，190 部
門表，108 部門表など，分野がかなり細分化されたものが提
供されている。
13）実際には、調査作業と言うよりも、いわゆるフェルミ推定
とか、Guess と Estimation からの造語である Guesstimation
という概算作業に近いと言った方が良い場合も多い。フェル
ミ推定に求められるのは、正確な数値ではなく、桁の問題や
オーダーの問題であり、数値情報の解釈もそれなりとなる。
しかし、模倣品被害推計の場合は数値が一人歩きしてしまう
傾向が強く、GAO(2010) が指摘するように、被害推計を発表
した米国の政府機関が数値の根拠を示すことができない例が
複数出てくる。
　　一方で、理論的な興味としては、Pacula et al.（2012）が
述べているように，真正品売上が大きいほど模倣品の出る可
能性が高まり模倣品が真正品のピーアール効果を有し真正品
需要を押し上げるといった研究 Shapiro and Varian（1999），
真正品と模倣品の価格に関する研究 Qian and Xie（2011），
価格・罰則・ブランド志向・年齢層・モラル意識など消費者
が模倣品を購入する誘因に関する研究 Harvey and Walls
（2003）; Bian and Moutinho（2009）; Swami et al.（2009）; 
Cheng et al.（2011）; Koklic（2011）などがある。
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